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第８回 熊本県議会 経済常任委員会会議記録（平成23年２月23日) 
 

   第 ８ 回   熊本県議会  経済常任委員会会議記録 

 
平成23年２月23日(水曜日) 

            午前10時２分開議 

            午前11時９分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成22年度熊本県一般会計補

正予算（第11号） 

 議案第３号 平成22年度熊本県中小企業振

興資金特別会計補正予算（第１号） 

 議案第７号 平成22年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計補正予算(第１号）

のうち 

 議案第14号 平成22年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計補正予

算（第２号） 

 議案第17号 平成22年度熊本県電気事業会

計補正予算（第４号） 

 議案第18号 平成22年度熊本県工業用水道

事業会計補正予算（第２号） 

 議案第19号 平成22年度熊本県有料駐車場

事業会計補正予算（第２号） 

 議案第34号 指定管理者の指定について 

 議案第35号 指定管理者の指定について 

 議案第36号 指定管理者の指定について 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 池 田 和 貴 

        副委員長 田 代 国 広 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 馬 場 成 志 

        委  員 氷 室 雄一郎 

        委  員 九 谷 弘 一 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 髙 野 洋 介 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 商工観光労働部 

         部 長 中 川 芳 昭 

政策審議監 田 中 邦 典 

      総括審議員兼 

    観光経済交流局長 守 田 眞 一 

     商工労働局長 田 中 伸 也 

    新産業振興局長 真 崎 伸 一 

     商工政策課長 田 中 信 行 

   商工振興金融課長 福 島   裕 

     労働雇用課長 古 閑 陽 一 

   産業人材育成課長 吉 永 一 夫 

     産業支援課長 高 口 義 幸 

新エネルギー産業振興室長 森 永 政 英 

      企業立地課長 山 内 信 吾 

    首席観光審議員兼 

    観光交流国際課長 松 岡 岩 夫 

    くまもとブランド 

        推進課長 宮 尾 千加子 

企業局 

         局 長 川 口 弘 幸 

         次長兼 

      総務経営課長 黒 田 祐 市 

        工務課長 福 原 俊 明 

労働委員会事務局 

        局 長 坂 田 憲 久 

     審査調整課長 吉 富   寛 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 堀 田 宗 作 

   政務調査課課長補佐 小 林 昌 樹 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開議 

○池田和貴委員長 それでは、お待たせいた

しました。ただいまから第８回経済常任委員

会を開会いたします。 

 本委員会に付託された議案等を議題とし、

これについて審査を行います。 

 まず、議案について執行部の説明を求めた
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後に、一括して質疑を受けたいと思います。

なお、説明は、商工観光労働部、企業局、労

働委員会事務局の順に説明を受けたいと思い

ます。 

 それでは、商工観光労働部長から総括説明

を、続いて関係課長から順次説明をお願いい

たします。 

 

○中川商工観光労働部長 商工観光労働部で

ございます。座ったまま失礼をいたします。 

 まず、今回の定例県議会に提出しておりま

す議案の説明に先立ち、県内の景気の動向等

について御報告いたします。 

 日銀熊本支店が２月１日に発表いたしまし

た金融経済概観では、熊本県内の景気は、昨

年夏以降、改善テンポが幾分鈍化しているも

のの、緩やかな回復を続けているとしており

ます。 

 公共投資の減少が続いている一方、住宅投

資が低水準ながら持ち直しているとされてお

り、個人消費は持ち直しの傾向でございます

が、政府経済対策の終了、縮小の影響が見ら

れているとのことでございます。 

 製造業の生産は、半導体や自動車関連を中

心に高水準の操業が続いているものの、この

ような動きは全体には波及しておらず、中小

企業を中心に県内経済は厳しい状況にあると

認識しております。 

 雇用情勢につきましては、12月の有効求人

倍率が0.54倍と、ひところに比べると持ち直

してきてはおりますが、依然として低い水準

にございます。また、この春卒業予定で就職

を希望する県内高校生の就職内定率が、昨年

12月末現在でその前の同期比6.2ポイント増

加しているものの、75.4％となっており、依

然として厳しい状況にございます。 

 商工観光労働部といたしましては、成長産

業振興や中小企業の海外展開支援、雇用対策

などを通じて県内景気の浮揚につながるよ

う、全力を挙げて取り組んでまいります。 

 それでは、議案の概要について説明させて

いただきます。 

 今回、先議として御提案しておりますの

は、一般会計及び中小企業振興資金、臨海工

業用地造成事業、高度技術研究開発基盤整備

事業等の各特別会計の補正予算並びに繰越明

許費、債務負担行為の設定と条例等関係３件

でございます。 

 まず、予算関係でございますが、国の経済

対策(１次補正)でありました地域活性化交付

金のうち、きめ細かな交付金を活用した事業

として、観光標識の多言語化整備ほか３事業

に１億5,300万円余の増額、住宅向け太陽光

発電システム設置の補助件数見込み増に伴う

２億2,700万円余の増額などで、総額６億3,5

00万円余の増額をお願いしております。 

 一方で、制度融資や雇用基金、企業立地促

進費補助金等の事業費確定等に伴う減額で、

減額補正の総額は42億6,900万円余となって

おります。 

 その結果でございますが、商工観光労働部

におきましては、お手元の経済常任委員会説

明資料１ページをお開きいただきたいんです

が、１ページにございますように、一般会計

で27億8,000万円余、中小企業振興資金特別

会計ほか２特別会計で８億5,200万円余、総

額で36億3,300万円余の減額補正となってお

ります。 

 そのほかに、熊本高等技術訓練校における

設備改修等の繰越明許費の設定や大阪事務所

における職員宿舎借り上げ等の新年度の準備

を実施するための債務負担行為の設定をお願

いいたしております。 

 次に、条例等議案でございますが、指定管

理者の指定について、この３月で指定期間が

満了いたします熊本産業展示場ほか２件の指

定管理者の新たな指定について御提案をさせ

ていただいております。 

 詳細につきましては担当課長、室長から説

明いたさせますので、よろしく御審議いただ
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きますようお願い申し上げます。 

 以上です。 

 

○田中商工政策課長 商工政策課でございま

す。説明資料の２ページをお願いいたしま

す。 

 商業総務費の職員給与費で、補正額として

9,490万円余の減額となっております。 

 職員給与費につきましては、前年度の１月

１日現在の人員をもとに当初予算に計上して

おりますので、４月の定期異動や組織改編等

に伴います職員数の増減、それから職員の入

れかわり等に伴いまして、予算と実際の給与

費に違いが生じます。このため、毎年、この

２月議会で、現在の職員の給与をもとに算定

した額に補正をお願いいたしているところで

ございます。 

 以下、補正予算の職員給与費につきまして

は、各課、出先機関も同様でございますの

で、各課からの説明につきましては省略させ

ていただきます。 

 次に、商業指導費で1,018万円余の増額に

ついてでございます。 

 本年度に入って市町村から来られておりま

す派遣職員の給与、手当等の人件費でござい

ますが、当初予算に計上していなかった派遣

職員２名分の人件費について、派遣元の市町

村に対する負担金として増額をお願いするも

のでございます。 

 次に、大阪事務所費及び福岡事務所費の管

理運営費において、右側説明欄に書いており

ますけれども、一部の財源更正を行うもので

ございます。 

 商工政策課予算全体といたしましては、8,

530万円余の減額をお願いするものでござい

ます。 

 次に、３ページをお願いいたします。 

 大阪事務所職員宿舎等賃借及び福岡事務所

職員宿舎等賃借に係る債務負担行為の設定で

ございます。 

 これは、大阪、福岡事務所において、新年

度に向けた準備を行うため、あらかじめ議会

の議決をお願いするものでございます。 

 大阪事務所につきましては、職員宿舎賃借

及び事務所入居費、ビル管理負担金でござい

ます。また、福岡事務所につきましては、職

員宿舎賃借、事務所家賃及び事務所共益費で

ございます。 

 以上、よろしく御審議のほどお願いいたし

ます。 

 

○福島商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 まず、左側の欄で、商業総務費でございま

すが、商業指導費で46万円余の減額をお願い

しております。 

 内容につきましては、右側の説明欄に記載

しておりますが、１の商業活動調整指導費に

つきましては、大規模小売店舗立地法の届け

に関する事務の経費でございます。大規模小

売立地審査会における専門委員報酬が不用と

なったものでございます。 

 ２の商店街まちづくり推進事業は、商店街

などが行います事業への補助あるいはアドバ

イザー派遣などを行う事業でございます。 

 ３の大型店データベース作成事業は、緊急

雇用創出基金事業で大型店の店舗ごとのデー

タベースを作成する事業です。いずれも事業

費等の確定に伴う減でございます。 

 次に、中小企業振興費でございます。 

 まず、金融対策費でございますが、６億5,

920万円余の減額をお願いしております。 

 内容につきましては、右側に記載しており

ますが、制度融資におきまして、信用保証協

会が代位弁済を行った場合にその一部を県が

補てんするもので、例年、この２月補正で実

績をもとに計上させていただいているもので

ございます。本年度は7,800万円余をお願い

しております。 

 また、事業費の確定によりまして、金融機
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関への預託金が６億6,213万円余の減額、利

用者の負担を軽減するための保証料補助が7,

507万円余の減額でございます。 

 次に、中小企業団体等補助金につきまして

は、まず組織化指導費補助として熊本県中小

企業団体中央会に補助しておりますが、国の

交付税単価の改定に基づきます期末手当支給

割合の変更等に伴い、73万円余の減額をお願

いするものでございます。 

 次の小規模事業対策費補助につきまして

は、6,709万円余の減額でございます。 

 １の商工会、商工会議所、商工会連合会に

対する補助でございますが、これにつきまし

ては、経営指導員、補助員等の中途退職等の

補助対象職員の変更及び期末手当の支給割合

の変更等により、5,768万円余の減額をお願

いするものでございます。 

 ２の中小企業新事業展開等推進事業につき

ましては、これも緊急雇用創出基金事業でご

ざいまして、事業費の確定による941万円の

減額でございます。 

 次に、５ページをお願いいたします。 

 中小企業振興資金特別会計繰出金でござい

ますが、255万円余の増額をお願いしており

ます。 

 これは特別会計におきます高度化資金貸付

金の貸付事務費に充当するものでございまし

て、資金の運用によります利息の確定に伴い

増額するものでございます。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 中小企業振興資金特別会計でございます。 

 まず、中小企業振興資金助成費の高度化資

金貸付金でございますが、２億934万円の減

額をお願いしております。 

 これは右の説明欄に記載しておりますよう

に、高度化資金の貸し付け対象事業の減に伴

い減額にするものでございます。 

 次に、設備貸与資金貸付金でございます

が、7,700万円の減額をお願いしておりま

す。 

 この貸付金は、県がテクノポリス財団に資

金を貸し付け、財団において小規模事業者に

設備を貸与するもので、貸与の実績に応じて

減額するものでございます。 

 次に、事務費でございますが、債権管理に

要する経費でございまして、年度内利子や運

用利息の繰入額の増加による財源更正でござ

います。 

 次に、７ページをお願いいたします。 

 まず、元金及び利子につきましてでござい

ますが、これは高度化資金貸付金に係ります

もので、貸し付け先から返済されます償還金

のうち、中小企業基盤整備機構からの借り入

れに相当する分を同機構に償還するものでご

ざいます。元金で３億6,930万円余、利子で

1,036万円余の減額をお願いするものでござ

います。 

 次に、一般会計繰出金についてでございま

すが、１億8,484万円余の減額をお願いして

おります。 

 これは、高度化資金貸付金の償還金のう

ち、県の負担分に相当する分を一般会計へ繰

り出すものでございまして、先ほどの元金、

利子と同様、償還額が減少したことにより減

額するものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○古閑労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。よろしくお願いをいたします。 

 資料の８ページをお願いいたします。 

 職員給与費を除きます主な予算の増減につ

いて御説明を申し上げます。 

 中段の失業対策総務費でございますが、８

億8,800万円余の減額補正をお願いいたして

おります。詳細につきましては、右の説明欄

をお願いいたします。 

 まず、説明欄１のシルバー人材センター事

業ですが、市町村への補助金の交付額の確定

に伴いまして570万円を減額いたしておりま
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す。 

 次に、２のふるさと雇用再生特別基金積立

金ですが、積立金の運用利息の確定に伴いま

して1,200万円余の減額をいたしておりま

す。 

 また、３のふるさと雇用再生特別基金市町

村補助事業ですが、市町村への補助金額につ

きまして、事業費の確定に伴いまして8,900

万円余の減額をいたしております。 

 また、４のふるさと雇用再生特別基金事業

ですが、県で実施いたします分の執行残、主

に一時金になりますが、6,400万円余を減額

いたしております。 

 次に、５の緊急雇用創出基金積立金です

が、こちらは緊急雇用創出基金の積立金の運

用利息の確定に伴いまして2,000万円余の減

額をいたしております。 

 続きまして、資料９ページをお願いいたし

ます。 

 説明欄６の緊急雇用創出基金市町村補助事

業ですが、市町村への補助金額の執行残につ

きまして５億円の減額をいたしております。 

 ７の緊急雇用創出基金事業ですが、県で実

施いたします分の執行残8,000万円を減額い

たしております。 

 ８の緊急雇用創造プログラム推進事業です

が、これは緊急基金を使いまして中高年齢者

を対象に再就職への支援を行う事業で、事業

費の確定に伴いまして2,000万円余を減額い

たしております。 

 ９のジョブカフェ・ブランチ事業ですが、

各地域振興局に設置しておりますジョブカフ

ェ・ブランチのサテライト員及び支援員の報

酬、旅費等の執行残に伴い、600万円余を減

額いたしております。 

 10の障がい者ジョブサポート事業ですが、

こちらも緊急基金を使いまして障害者の雇用

を促進するための事業で、事業費の確定に伴

い8,500万円余を減額いたしております。 

 以上、補正予算につきましては、最下段に

ありますように、全体で９億600万円余の減

額補正をお願いいたしております。 

 続きまして、10ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の追加設定でございます。 

 各事業につきまして、いずれも４月１日か

らの実施に備え、債務負担行為をお願いする

ものでございます。 

 続きまして、11ページをお願いいたしま

す。 

 こちらは、ふるさと雇用再生特別基金事業

及び緊急雇用創出基金事業の債務負担行為の

変更でございます。 

 これは、さきの11月議会におきまして御承

認をいただきました両基金事業の債務負担行

為につきまして、さらに実施予定の事業が追

加されましたことから、債務負担行為の変更

をお願いするものでございます。 

 労働雇用課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いをいたします。 

 

○吉永産業人材育成課長 産業人材育成課で

ございます。資料の12ページをお願いいたし

ます。 

 まず、最上段の職業訓練総務費でございま

すが、1,800万円余の減額補正をお願いして

おります。 

 これは、認定訓練事業費におきまして、認

定訓練校における訓練事務費の確定に伴う減

でございます。 

 次に、中段の職業能力開発校費でございま

すが、１億4,800万円余の減額補正をお願い

しております。 

 これは、下段の職業能力開発事業費におき

まして、２億1,300万円余の減額をお願いし

ておりますが、右側の説明欄１から５に係り

ます各事業におきまして、訓練期間中におき

まして就職が決まったことによる訓練生の中

途退校等に伴います事業費の減によるもので

ございます。 
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 続きまして、13ページ上段の施設等整備費

でございますが、これは国の地域活性化交付

金によります高等技術訓練校の空調設備等の

改修経費としまして4,900万円余の増額をお

願いしております。 

 次に、中段の技術短期大学校費でございま

すが、2,800万円余の減額補正をお願いして

おります。 

 これは短大運営費の非常勤職員の雇用増と

短大施設設備の清掃、保守点検に係る業務委

託の入札残でございますが、都合で1,300万

円余の減額をお願いしております。 

 以上、補正予算につきましては、最下段に

ありますように、課全体で１億9,600万円余

の減額補正をお願いしております。 

 続きまして、14ページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費でございますが、これは先ほど

施設等整備のところで増額補正をお願いしま

した高等技術訓練校の空調設備等の改修経費

につきまして、年度内の執行が困難なことか

ら繰り越しをお願いするものでございます。 

 続きまして、15ページをお願いします。 

 債務負担行為の追加設定でございます。 

 設定業務は産業人材強化相談窓口運営業務

でございますが、これは、産業人材の育成、

確保に係る相談をワンストップで受け付ける

窓口と、それから産業人材強化に係る情報ポ

ータルサイトの運営業務を委託するものでご

ざいます。４月１日からの実施に備えまして

債務負担行為の設定をお願いするものでござ

います。 

 産業人材育成課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○高口産業支援課長 産業支援課でございま

す。資料16ページをお願いいたします。 

 まず、中小企業振興費でございますが、人

事異動に伴いましてテクノ産業財団等の派遣

職員の人件費増に伴う412万円余の増額をお

願いいたしております。 

 次に、工鉱業振興費でございますが、この

うち工業振興費で6,773万円余の減額をお願

いしております。右側の説明欄に記載がござ

います。 

 まず、１番の新規事業、産業技術センター

食品加工室改修事業につきましては、農商工

連携等によります新商品開発や試作を促進す

るために、産業技術センター食品加工室を食

品衛生法に適合する施設に改修するものでご

ざいます。 

 ２番の産業技術センター本館等整備事業に

つきましては、入札残に伴います工事費等の

減並びに財源更正でございます。 

 ３番のものづくりフォレスト・自動車関連

産業推進事業につきましては、社会資本整備

総合交付金の交付決定に伴う財源更正でござ

います。 

 16ページの下段から17ページの上段にござ

います４番から６番、さらにその下の鉱業振

興費につきましては、事業費の確定に伴う減

でございます。 

 続きまして、17ページの中段をお願いいた

します。 

 産業技術センター費の技術指導事業費につ

いて、財源更正をお願いいたしております。 

 次に、新事業創出促進費につきましては、

事業費の確定に伴い291万円余の減額をお願

いしております。 

 続きまして、18ページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費でございますが、先ほど御説明

をいたしました産業技術センター食品加工室

改修事業につきまして、工事執行に必要な時

間が不足するために、繰越明許費の設定をお

願いするものでございます。 

 次に、19ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。いずれ

も年度当初から業務委託を行う必要があるた

め、債務負担行為の設定をお願いするもので

 - 6 -



第８回 熊本県議会 経済常任委員会会議記録（平成23年２月23日) 

ございます。 

 まず、特許流通コーディネーター支援事業

でございますが、企業や大学等が有する特許

を、それを必要とする企業につなぐ特許流通

の専門家を配置するものでございます。 

 続きまして、電動二輪車等実証実験推進事

業でございますが、本田技研工業株式会社と

の包括協定に基づきまして、電動バイクや電

動カートをリースし、実証実験を行う経費で

ございます。 

 続きまして、オープンイノベーション推進

事業でございますが、大学等が有する技術と

地域企業のニーズとの仲介や国の研究開発資

金の獲得を支援するための人員を配置するも

のでございます。 

 次に、インキュベーション施設運営事業で

ございますが、創業間もない企業を支援する

インキュベーション施設でございます夢挑戦

プラザ等の運営、管理を行うものでございま

す。 

 最後に、計量検定業務でございますが、計

量法に基づきます計量器の検定及び検査の業

務委託を行うものでございます。 

 以上でございます。審議のほどよろしくお

願いいたします。 

 

○森永新エネルギー産業振興室長 新エネル

ギー産業振興室でございます。説明資料20ペ

ージをお願いいたします。 

 平成22年度２月補正の予算についてでござ

いますが、上段のエネルギー対策費51万円余

の減額補正については、右側の説明欄にござ

いますとおり、電源立地地域対策交付金事業

につきまして、対象14市町村の交付金の額が

決定したことに伴います減額を行うものでご

ざいます。 

 中段、工業振興費の65万円余の減額の補正

についてでございますが、これについても説

明欄にございますように、本年度、道の駅、

阿蘇と水俣市の方で２カ所、ソーラーつきの

駐輪場の整備を進めておりますが、その業務

委託の入札残でございます。 

 下段、新事業創出促進費１億3,193万円余

の増額についてでございますが、説明欄の方

をごらんいただきたいと思いますが、１のソ

ーラーコールセンターの運営支援事業につき

ましては、44万円余の減額でございますが、

これは委託契約の入札残でございます。 

 ２つ目、くまもとソーラーパーク推進事業

の関係でございますが、これは住宅用のソー

ラーについての補助でございますが、(1)に

ございますソーラーと省エネ設備との併設型

につきましては、年度前半がエコ給湯の国の

単独補助制度と競合することで利用がなかな

か進んでおらず、結果的に――下期は大分利

用が進んでいるんですが、9,000万円の減額

補正をさせていただくものでございます。 

 これに対して、(2)のソーラーの単独設置

分につきましては、当初予定を大分大きく超

えて要望が出ておりまして、追加の補正につ

いての御要望も高かったものですから、2,75

0件分相当、２億2,783万円余の増額補正を行

うものでございます。 

 説明欄の３番目、低炭素社会システム実証

モデル検証事業についても、545万円余の減

額でございますが、これは効率的な実証調査

をするために委託期間を短縮したこと等によ

る入札残でございます。 

 以上、総額１億3,076万円余の増額補正を

お願いするものでございます。 

 次に、その下の21ページをお願いいたしま

す。 

 一般会計、繰越明許費の設定についてでご

ざいます。 

 前ページで御説明いたしました新事業創出

促進費のソーラーパーク推進事業の中の単独

設置分の住宅ソーラーについて、増額補正を

させていただくのとあわせて、年度内の執行

が困難というか、なるべく多くの方に補助金

執行ができるように、増額分に当たります２
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億2,800万円につきまして繰越明許の設定を

お願いするものでございます。 

 新エネルギー産業振興室は以上でございま

す。よろしく御審議をお願いいたします。 

 

○山内企業立地課長 企業立地課でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 資料の22ページをお願いします。 

 まず、中小企業振興指導事業費でございま

すが、産業支援サービス業等集積促進事業で

4,959万円余の減額を計上しております。 

 これは、産業支援サービス業等立地促進補

助金の交付額が当初の見込みを下回ったこと

により6,537万円余の減額及び国の補正予算

に基づく地域活性化交付金を活用した熊本テ

クノプラザビルの設備改修に伴う経費として

1,578万円余を増額となっております。 

 次に、企業誘致促進対策事業費でございま

すが、10億2,823万円余の減額をお願いして

おります。 

 主なものは、説明欄２番の企業立地促進費

補助でございますが、翌年度以降に操業開始

が延びたこと等により、当初の申請見込み額

を下回ったため、10億2,500万円余の減額と

なっております。 

 その他、１番、３番及び４番につきまして

は、事業費の確定による減額でございます。 

 次に、工業団地造成対策費でございます

が、県営工業団地環境整備事業で82万円余の

減額を計上しております。 

 これは工業団地の除草等の環境整備を行う

ための経費であり、事業費の確定に伴う減額

となっております。 

 次に、23ページをお願いします。 

 一般会計に係る繰越明許費でございます。 

 国の補正予算に基づく地域活性化交付金を

活用した熊本テクノプラザビル改修事業の負

担金の繰り越し設定でございます。全額繰り

越すこととしております。 

 次に、24ページをお願いします。 

 臨海工業用地造成事業特別会計に係る繰越

明許費でございます。 

 企業立地関連基盤整備費補助でございます

が、これは企業の立地の環境を整えるため、

工場用地周辺の基盤整備を行う市町村に対し

て補助を交付するものでございます。長洲町

が行う事業に対して補助をすることとしてお

りますが、長洲町が発注した工事において、

受注業者の倒産により年度内の工事完了が困

難となったため繰り越すものでございます。 

 次に、25ページをお願いします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

の補正予算でございます。 

 利子でございますが、臨空テクノパークの

起債借入額に係る本年度償還金の確定に伴

い、180万円余を減額するものでございま

す。 

 予算につきましては以上ですが、委員長の

お許しをいただければ、臨空テクノパークの

状況について御報告させていただきたいと思

いますが、よろしいでしょうか。 

 

○池田和貴委員長 お願いします。 

 

○山内企業立地課長 ２月22日の新聞にも記

事が掲載されておりましたくまもと臨空テク

ノパークの進出計画を凍結している大日本ス

クリーン製造株式会社の状況についてでござ

いますが、さきに発表されました第３・四半

期の決算内容を見ると、今期３回目の上方修

正が行われるなど、本年度は３期ぶりの黒字

化が確実な状況であり、あわせて株主への配

当復活の決定についても発表されておりま

す。これまでも、閉鎖をしておられた工場の

再開ですとか、従業員の給与カットの解除な

どの再建策も順調に進んできている状況で

す。 

 凍結解除等の具体的な時期についてはまだ

明確にされておりませんが、このように再建

策も予定どおり進められ、業績も着実に上向
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いておられることから、今後のさらなる成長

に向けた設備投資に取り組まれる時期が近づ

いておられると、期待感を高めているところ

でございます。今後とも早期の進出に向けて

協議を進めたいと考えております。 

 なお、御案内のとおり、この臨空テクノパ

ークは、半導体関連業種などの製造業の工場

進出用地として御承認をいただき、整備をし

た土地でございますので、今後とも工業団地

として製造業の企業誘致にしっかりと取り組

んでまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 以上でございます。よろしくお願いしま

す。 

 

○松岡観光交流国際課長 観光交流国際課で

ございます。委員会資料の26ページをお願い

いたします。 

 まず、諸費のうち国際交流推進費につきま

して、９月に実施いたしました忠清南道・大

百済典トップセールス事業が、地域国際化施

策支援特別対策事業として財団法人自治体国

際化協会の助成対象となったことに伴う財源

更正でございます。 

 次に、観光費のうち観光施設整備事業費に

つきまして、外国人観光客の利便性向上を図

るため、国の地域活性化・きめ細かな臨時交

付金を活用し、観光案内板等の多言語化を進

める費用として5,300万円をお願いするもの

でございます。 

 なお、当該事業費につきましては、全額新

年度に繰り越すことといたしております。 

 以上、よろしく御審議のほどをお願いいた

します。 

 

○宮尾くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課でございます。29ページをお

願いいたします。 

 債務負担行為の追加設定のお願いでござい

ます。 

 まず、ＫＡＮＳＡＩ戦略推進事業でござい

ますが、新幹線全線開業効果の最大化のため

に熊本の認知度向上を図るものでございま

す。 

 新幹線開業後も引き続き継続して事業展開

が必要だと考えまして、４月当初からプロモ

ーション等の事業委託を行いたいと思ってお

ります。それで、あらかじめ議会の議決をお

願いするものでございます。 

 次に、伝統工芸館管理運営業務でございま

す。 

 平成18年度から指定管理制度による運営を

行っておりますが、来年度以降も引き続き指

定管理制度による管理、運営を継続していく

方針でございます。 

 この指定管理委託料といたしまして、来年

度23年度から27年度までの５年間で、限度額

３億6,644万円の債務負担行為を計上してお

ります。 

 なお、指定管理者の指定につきましては、

この後、議案の説明の中で御説明させていた

だきます。 

 それでは、30ページをお願いいたします。 

 30ページから35ページにかけまして、指定

管理者の関係でございます。 

 当課からは３つの施設、熊本産業展示場、

いわゆるグランメッセでございますが、それ

と熊本県伝統工芸館、それと３つ目がくまも

と県民交流館の中の物産等振興施設、いわゆ

る観光物産交流スクエア、この３つの指定管

理者の指定につきまして御提案させていただ

いております。 

 いずれも第１期指定管理期間が本年度末ま

でとなっておりますので、来年度以降の指定

管理者の募集を行いまして、去る12月に選定

委員会を開催し、審査を行ったところでござ

います。 

 まず、30ページの熊本産業展示場につきま

しては、２団体から応募がございました。２

団体は、31ページの上の段に申請者がござい
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ますが、まず、現在の指定管理者であります

熊本産業文化振興株式会社、これともう一つ

は、県内外の５つの企業、団体で構成される

グランメッセ熊本グループ共同事業体でござ

いました。審査の結果、熊本産業文化振興株

式会社を指定管理候補者として選定いたしま

した。 

 主な選定理由といたしましては、現在の指

定管理者として、全国的な大規模イベントの

誘致や施設の設置目的である本県の産業振興

及び県民の文化の向上に資する自主的な企

画、イベントの実施等これまでの運営実績が

評価されたこと、あと事業計画の堅実性や安

定した財務基盤が評価されたというものでご

ざいます。また、同社への出資者である地元

メディアとのネットワークですとか、地元へ

の貢献に主眼を置いた事業展開等も選定の理

由となりました。 

 32ページをお願いいたします。 

 熊本県伝統工芸館でございます。 

 熊本県伝統工芸館の指定につきましては、

現在の指定管理者でございます一般財団法人

熊本県伝統工芸館の１団体から応募がござい

まして、審査の結果、これまでの実績や来館

者増加に向けた取り組み等が評価されて、適

切と判断されて、当団体を指定管理候補者と

して選定いたしました。 

 34ページをお願いいたします。 

 くまもと県民交流館のうち物産等振興施

設、いわゆる「かたらんね」と言われており

ます観光物産交流スクエアでございますが、

ここにつきましても、現在の指定管理者であ

る社団法人熊本県物産振興協会１団体の応募

がございまして、審査の結果、安全、安心、

地産地消等に取り組むこれまでの実績等が評

価されまして、当団体を指定管理候補者とし

て選定いたしました。 

 なお、本案を議決いただいた後は、３施設

それぞれの次期指定管理候補者との間で速や

かに協定を締結いたしまして、指定の告示等

の手続を行い、４月１日からの管理、運営を

開始することとなります。 

 くまもとブランド推進課は以上でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 

○池田和貴委員長 それでは次に、企業局長

から総括説明を行っていただき、関係課長か

ら説明をお願いします。 

 

○川口企業局長 企業局でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 今回、先議として企業局から御提案申し上

げている議案は、平成22年度熊本県電気事業

会計補正予算など、補正関係の３議案でござ

います。 

 その内容でございますけれども、電気事業

における荒瀬ダム関連事業費の減額に伴う補

正及び各事業におけます職員の減員等に伴う

職員給与費の補正、そのほか、年度当初から

執行が必要な施設管理等業務のための債務負

担行為の設定などでございます。 

 詳細につきましては次長から説明させます

ので、御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○黒田企業局次長 企業局総務経営課でござ

います。 

 ２月補正予算の内容につきまして御説明い

たします。説明資料の36ページをお願いしま

す。 

 企業局で経営しております３事業の補正予

算につきまして取りまとめた総括表でござい

ます。説明資料の37ページをお願いします。 

 電気事業会計でございます。 

 収益的収入の営業外収益につきまして、3,

548万3,000円の減額補正をお願いしておりま

す。 

 これは説明欄にありますように、子ども手

当制度施行に伴って人件費の負担増に対応す

るため、国から一般会計に交付されている特
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例交付金を電気事業会計に受け入れることに

よる増額分647万7,000円と、それから、後ほ

ど御説明します荒瀬ダム関連事業の減額に伴

います一般会計からの受託費の減、4,196万

円との差額でございます。 

 収益的支出の営業費用につきましては、1,

123万8,000円の減額補正をお願いしておりま

す。これは職員給与費の補正でございまし

て、職員の１名減員に伴うものでございま

す。 

 また、営業外費用につきまして、２億3,44

1万円の減額補正をお願いしております。こ

れは、荒瀬ダム撤去関連事業につきまして、

関係者との協議の結果、泥土除去工事におい

て、運搬距離の短縮や井戸がれ対策におきま

して既存井戸活用が可能になったことによる

所要事業費の減少でございます。 

 また、国との検討会議の結果、平成23年度

から社会資本整備総合交付金の対象となるこ

とが確認できたため、道路かさ上げ事業の実

施を平成23年度以降に繰り延べたことによる

所要額の減少に伴うものでございます。 

 説明資料の38ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定をお願いするものでご

ざいます。 

 荒瀬ダム環境モニタリング業務の委託を初

め、それぞれ記載のとおりの設定をお願いす

るものでございます。 

 次に、説明資料の39ページをお願いしま

す。 

 工業用水道事業会計でございます。 

 収益的収入の営業外収益につきまして、11

3万6,000円の増額補正をお願いしておりま

す。これは先ほど電気事業で御説明いたしま

した子ども手当制度に伴う特例交付金を工業

用水道事業会計へ受け入れることによるもの

でございます。 

 収益的支出の営業費用につきましては、1,

343万8,000円の減額補正をお願いしておりま

す。これは職員給与費の補正で、職員の１名

減員に伴うものでございます。 

 説明資料の40ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定をお願いするものでご

ざいます。 

 都呂々ダム調査業務委託等につきまして、

それぞれ記載のとおりの設定をお願いするも

のでございます。 

 説明資料の41ページをお願いします。 

 有料駐車場事業会計でございます。 

 収益的支出の営業費用につきましては、78

万5,000円の減額補正をお願いしておりま

す。これは職員手当の実績等に伴う職員給与

費の補正でございます。 

 42ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定をお願いするものでご

ざいます。 

 有料駐車場自動車管理者責任保険等につき

まして、それぞれ記載のとおりの設定をお願

いするものでございます。 

 企業局は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○池田和貴委員長 それでは次に、労働委員

会事務局長から説明をお願いします。 

 

○坂田労働委員会事務局長 今回、労働委員

会事務局から御提案しております平成22年度

補正予算について御説明申し上げます。 

 資料の43ページをお願いいたします。 

 まず、委員会費でございますが、主なもの

として委員報酬の減額をお願いしておりま

す。 

 行政委員の報酬につきましては、昨年４月

に制度改正されたところでございます。今回

は、支給実績が下回ったことにより減額する

ものでございます。 

 次に、事務局費でございます。 

 このうち職員給与費でございますが、1,25

8万4,000円の増額をお願いしております。 

 職員給与費につきましては、先ほど商工政
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策課長より説明がございましたけれども、当

初予算では、年度末に退職する職員分を除い

て、１月１日現在の職員をもとに予算計上す

ることとなっております。今回、21年度末に

退職した職員がおり、後任者の分を主に増額

補正するものでございます。 

 次の運営費につきましては、事業費の確定

及び経費節減等に伴う減額でございます。 

 以上、補正後の労働委員会事務局の予算総

額は１億1,709万4,000円となります。御審議

のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○池田和貴委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑ございませんでしょうか。 

 

○西聖一委員 35ページです。指定管理者制

度で３つ上がっていましたけれども、雇用の

長期観点からいくと５年以上が望ましいと思

うんですが、ここだけなぜ２年なのか、理由

を教えてください。 

 

○宮尾くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課でございます。 

 観光物産交流スクエアにつきましては、い

わゆる中心市街地で城彩苑ができます。あ

と、熊本駅周辺もいろんな形で充実するとい

った観点から、「かたらんね」につきまし

て、このままの形がベストなのかどうかとい

うことも含めまして、少し検討する必要があ

るかなと思いました。そのために、一応３年

以内が原則でございますので、２年間という

ことでさせていただいております。 

 

○西聖一委員 原則３年以内じゃなかでしょ

う。５年……。 

 

○宮尾くまもとブランド推進課長 そうです

ね。基本的に、いろんな形がございまして、

伝統工芸館等は５年でさせていただいている

んですけれども、これまで「かたらんね」に

つきましては３年でやらせていただいており

ました。今回、そういった事情も踏まえまし

て２年間ということで、少し検討したいなと

考えております。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 

 

○西岡勝成委員 ６ページの商工振興金融

課、福島課長。 

 高度化資金貸付金、設備貸与資金貸付金、

いずれも当初からすると、高度化資金の方は

ほとんど使われていない、設備貸与も半分と

いうようなことですけれども、景気の動向等

いろいろあると思うんですけれども、原因に

ついてちょっとお話をお聞きしたいと思いま

すことと、この高度化資金というのは、我々

も決算あたりでいろいろ問題がずっとあっ

て、この貸付金については返済が滞っている

例が非常に多いというような過去の事例等も

ありましたけれども、今こういう状況になっ

ている原因について、ちょっと見解をお尋ね

いたしたいと思います。 

 

○福島商工振興金融課長 まず、減額の状況

ですけれども、高度化資金につきましては、

当初５つの貸し付け先を予定しておりました

けれども、経済情勢から新規投資を先延べし

たものや拡張用地の地権者との交渉が難航し

事業に着手できなかったものなど、高度化事

業として取り組みが進展せず、貸し付け先が

１件となってしまったものでございます。 

 設備貸与資金につきましては、新たな受注

の確保や新規事業への参入等、企業の潜在的

な投資意欲があり、テクノ財団の企業掘り起

こしやＰＲなどの結果、相談は多くなってき

ているんですけれども、こちらも近年の長引

く不況で経営状況が悪化している中で、申し

込み先が計画の見直しあるいは導入を見送る
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ケースもあり、実績に結びついていない現状

にございます。 

 ただ、いずれにしましても、両資金とも中

小企業の振興に関しましては非常に重要な資

金と考えておりますので、これからも利用促

進に取り組んでまいりたいと思っておりま

す。 

 

○西岡勝成委員 せっかくこうやって予算を

上げておって、ほとんど使われないというの

は、まあ経済状況もあると思うんですけれど

も、宣伝を含めて、使っていただければと思

いますので、まあ引っかからんようにはせな

いかぬけど、お願いをいたしておきます。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 

 

○氷室雄一郎委員 ９ページですけれども、

６番の緊急雇用創出基金市町村補助事業とい

うのが額が大きいんですけれども、具体的に

もう少しお話を伺いたいと思います。 

 

○古閑労働雇用課長 こちらは緊急雇用創出

基金事業に係ります市町村への補助事業とい

うことでございますが、大きく２点減額の理

由としてはございます。 

 １つは、市町村からのもともと事業計画を

積み上げさせていただいて、予算措置をさせ

ていただいているところでございますが、今

回は、22年の２月議会におきまして、国から

重点分野雇用創造事業という30.7億円の追加

補正がございました。その分を当初予算に枠

として組み入れさせていただいたというとこ

ろが１点でございます。 

 ２つ目は、各市町村で事業を実施されるに

当たりまして、実際の雇用人数、雇用期間、

また経費等で、実際の交付額といいますか、

事業計画予定よりも交付決定額の方が実際少

なくなったというようなことで、結果として

は差額が生じ、減額をさせていただくという

ものでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 非常にいろんな制約が厳

しいから出てこないわけなんですか。どうな

んですか。 

 

○古閑労働雇用課長 要件につきましては、

県議会も通じていろいろ御要望をいただきま

して、当初、人件費でも７割という制限がご

ざいましたけれども、これも２分の１に緩和

されておりますので、使い勝手につきまして

はかなり改善されているというところでござ

います。 

 結果として５億余りましたのは、先ほど申

し上げましたように、枠でちょっとかなり大

きく設定をさせていただいた部分が大きいか

というふうに考えております。 

 なお、この残額につきましては、また後議

の方で御審議いただきますが、23年度の当初

の予算の方に積み増しをさせていただいてい

るところでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 じゃあ、もう１点だけ。

部長の総括説明の中にも、観光標識の多言語

化整備のほか３事業というのは、この観光多

言語化整備事業は5,000万ぐらいなんですけ

れども、あとどういう事業をされるんです

か。 

 

○池田和貴委員長 総括説明ですね。 

 

○氷室雄一郎委員 総括説明の文章の中にご

ざいますね。観光標識の多言語化整備は、こ

れは5,500万ぐらいだと思うんですが、その

ほか３事業に関して一応5,000万と、どうい

う事業を……。 

 

○田中商工政策課長 今回の部長の御説明で

しました事業といたしまして、あと、13ペー
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ジに新で書いています高等技術訓練校の設備

整備事業、それと16ページ、右側に新と書い

ております産業技術センター食品加工室の改

修事業、それと22ページにございます熊本テ

クノプラザビル改修に伴う事業、それと観光

標識を合わせての４事業でございます。 

 

○氷室雄一郎委員 観光標識の多言語化整備

は5,500万程度だと思うんですけれども、こ

れは何で今ごろ出てきたわけなんですか。 

 

○松岡観光交流国際課長 これは国の方の地

域活性化・きめ細かな臨時交付金というもの

の措置がなされたということに伴うものでご

ざいます。 

 

○氷室雄一郎委員 こういう面については、

非常におくれているんじゃないかという御指

摘も今まであってきたわけですけれども、そ

ういう取り組みについての――まあ、こうい

うお金がおりてきたからやるということで、

非常におくれているんじゃないかという気が

するんですが、どうなんですか。 

 

○松岡観光交流国際課長 観光標識の整備に

つきましては、これまでも継続して予算の範

囲内でやってきたというものでございまし

て、当初の部分でも1,530万円余の予算措置

をしていただいております。それに加えまし

て、今回、国の方で財源措置がなされたとい

うことでございますので、この機会にさらに

スピードアップを図るという意味での事業執

行ということでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 じゃあ、これまでいろん

な形で――こういう観光振興の面からも非常

に重要な部分でございますので、取り組んで

こられたという、そういう認識をしてよろし

いんですか。 

 

○松岡観光交流国際課長 そういうことでご

ざいます。 

 

○馬場成志委員 額だけだったら、なかなか

イメージがわかぬとですたいな。だから、自

分たちが思っているこれだけやりたい中で、

今度のでどれぐらいいけるとか、その辺がわ

からんとなかなか私たちも受けとめにくいと

いうことで、もう少し説明をいただければと

思います。 

 

○松岡観光交流国際課長 現在、観光標識に

つきましては、基本的に土木部の方で都市間

の交通標識、案内、サインというものはやっ

ておりますけれども、私どもの方では、案内

標識、いわゆるサインというものが、観光施

設とか、その近くに行ったときからの案内と

いうのが１つございます。それと観光案内

板、これは現地に行って、いろんなそこの観

光情報を提供するというもの、それから、地

点標識という、ランドマークという大きなも

のがございます。これを合わせますと、現在

896カ所観光セクションの方で管理をいたし

ております。 

 そのうち、４カ国語表記、これにつきまし

ては、道路標識、いわゆるサインにつきまし

ては、道路上でございますので、基本的に日

本語と英語という形になっております。残

り、観光案内板、解説板、それからランドマ

ークというものにつきましては、現在156カ

所管理をしております。 

 その中で、これまでに４カ国語表記という

ものが105カ所ございますので、今年度、22

年度当初、それから今回の補正という部分で

整備を済ませますと、これまでで約３割だっ

たものが、約７割の整備が済むという状況に

なります。 

 

○馬場成志委員 氷室委員の質問も、やっぱ

り観光客の取り入れという意味で、急げ急げ
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というようなこれまでの要請に対してという

ことですから、今おっしゃっていただいたの

で少しイメージがわかってきますので、特に

県民の皆さん方にもそういったアナウンスが

できれば、そして、その上でもっとやれとい

うような話に多分なってくると思いますけれ

どもね。頑張っていただきたいと思います。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。――なければ、これで質疑を終了い

たします。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第３号、第７号、第14号、第17

号から第19号まで及び第34号から第36号まで

について、一括して採決したいと思います

が、御異議ありませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外９件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外９件については、原案

のとおり可決することに決定をいたしまし

た。 

 最後に、その他でございますが、今定例会

では、後日、後議分の委員会がありますの

で、本日は急ぎの案件について質疑をお願い

したいと思います。 

 委員の方から何かございませんでしょう

か。 

 

○西岡勝成委員 １つだけいいですか。 

 この前、有明漁協に行ってきて、有明漁協

の人たちが、砂利採取で、違法な砂利採取業

者のために予算が1,300万だったかな、要す

るに彼らも収入を絶たれとるわけですね。小

さな漁協ですから、その1,300万の収入減と

いうのは即赤字につながってくるわけで、実

情を聞いてくれということでお願いして、水

産振興課も行ってくれておりました。 

 その中で、砂利採取業者と漁協との契約

は、仮に取らぬでもお金を砂利採取業者が払

わないかぬような契約内容になっとるという

ような話を聞いたものですから、そういう面

が仮に――私も詳しくはわかりませんが、そ

ういう面があるならば、やっぱり行政もうっ

とめたわけですから――漁業者は何も悪くな

いんですよ、漁協は。違反した業者が悪いわ

けで、その計画が全くそれによって狂ってき

ているわけで、仮に漁協と砂採取業者とのそ

ういう契約があるとすれば、その辺のことに

ついて、やっぱり県としても指導していく、

やってくれるべきじゃないかと思いますけれ

ども、高口課長、どうですか。 

 

○高口産業支援課長 砂利採取法の認可は私

どもでやらせていただいておりますが、漁協

と各業者、八代海を含めて今５業者ですか、

まあことしは４業者ですね、八代海だけです

から。それぞれの業者と関係の漁協間でどう

いったような契約がなされているということ

に関しては、私どもは承知をいたしておりま

せん。認可手続上も、それは、そこまで出さ

せるような内容になっていませんで、承知を

いたしておりません。そこは民間業者同士で

の契約関係でございますので、どこまで私ど

もが立ち入れるのかは少し検討をさせていた

だきたいとは思いますが、基本的には民間、

民間のことでございますので、なかなかこれ

をこうしなさいというふうな指導は難しいか

というふうに考えております。 

 

○西岡勝成委員 先ほど申しますように、年

間1,000何百万の、要するに収入がぼくと絶

たれているわけですから、小さな漁協にすれ

ば大きな打撃でありますので、県としては、

業者に罰金のあれもしているわけで、そうい

う一連の流れの中での今回の話ですから、ぜ

 - 15 -



第８回 熊本県議会 経済常任委員会会議記録（平成23年２月23日) 

ひひとつ調査をしていただいて、水産振興課

等も含めて対応ができればしてほしいと思い

ますので、ぜひ調査をお願いしておきたいと

思います。 

 

○池田和貴委員長 ほかに何かございません

でしょうか。 

 

○馬場成志委員 急ぎということじゃないか

もしれませんけれども、まあ急ぎなんですよ

ね。要望になるかもしれません。後議の方で

聞くかもしれませんので、お話ししておきた

いんですが、ＴＰＰのことに関して、私ども

議会のスタンスは、もう皆さん方はっきりお

わかりだというふうに思いますが、もともと

農業だけがだめになるというような報道で国

民は受けとめとった、県民も受けとめとっ

た、市民も受けとめとったということであり

ますけれども、最近、少しずつ内容というの

が中身のあるものになってきまして、実は企

業にとってもとんでもないことではないかと

いうようなことが、少しずつアナウンスが詳

しくなってきたというふうに思うんですよ

ね。 

 その中で、熊本の企業にとってどうなのか

というようなことは、なかなか取りまとめと

いうのはできてないだろうと思いますし、で

きにくいのかもしれませんが、その辺につい

て、私たちも、意識も含めて、逆に何かメリ

ットがあるのかというような部分は――やっ

ぱり国際化、すべてを私たちは否定している

わけではないわけでありますから、その件に

関しては、何かあれば、それこそＴＰＰじゃ

なくて、いろんな経済分野のやり方はあるわ

けですからね。そういったところも研究して

いかなきゃいかぬというふうに思いますの

で、できれば把握に努めていただきたいと思

います。 

 平成の開国とかいう言葉は、何か格好いい

言葉ですけれども、結果的に一部の外国の利

益だという報道が、報道というか、認識が国

民の中、企業の中にも広まってきているとい

う意味ですよ、今申し上げたのは。 

 そういった観点で、何か把握に努めていた

だければというふうに思いますので、きょう

はもう答えは要りませんけれども、お願いし

ておきます。 

 

○髙野洋介委員 １件だけいいですか。 

 きょうは荒瀬ダムの件は何も言いませんで

したけれども、後議分でいろいろとお尋ねし

たいのがありますので、できるだけ来年度の

荒瀬ダムに関するビジョンといいますか、荒

瀬ダムのはっきりした形というのを出してい

ただかないといけませんので、ぜひ準備して

いただきたいのと、あと今まで八代市といろ

いろもめていると思いますので、そこら辺も

含めて、今後の地域対策協議会のあり方なん

かも後議分で聞こうと思っておりますので、

よろしくお願いいたします。 

 

○西聖一委員 私も後議でお願いしたいんで

すけれども、経済対策基金で、２基金で約10

0億投資して１万人から２万人の短期雇用対

策ができていますけれども、それに対して

の、まあＢ／Ｃというのはなかなか出ないで

しょうけれども、効果、それから23年度予算

で終わった後の見通し、所感をぜひとも部長

の方から話をしていただきたいと思いますの

で、お願いします。 

 

○田代国広副委員長 先ほど聞けばよかった

と思いますが、大日本スクリーンについて少

し聞きたいんですけれども、先日、熊日あた

りにも載っておりましたが、業績が回復して

いるけれども、テクノパークですか、あそこ

に進出をなかなか表明しないといいますか、

記事があったんですけれども、大日本スクリ

ーンの業績が回復しておる中で、県として、

今の感触ですね。大日本スクリーンが、もし
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もこれがだめだったならば、新たな企業の進

出というのは極めて厳しいんじゃないかとい

うような危惧をいたすわけですけれども、大

日本スクリーンの進出に対する反応といいま

すか、可能性といいますか、そういったもの

はどれくらい今感じておられますか。 

 

○山内企業立地課長 第３・四半期決算の発

表は先日あったところですが、第２・四半期

の決算が終わった後、つまり昨年の年末、12

月ですけれども、京都の本社の方にお伺いを

して、いろいろ御検討の状況なりを伺ってま

いりました。 

 その際は、先方の方からも、財務状況が、

今後、見込んでいるとおり、一定程度改善さ

れて、現在取り組みを進めている新規事業の

立ち上げが順調に進んでいけば、ことしの秋

ごろには凍結解除の検討が開始できるという

お話もいただいており、非常にやはり県の知

事と大日本スクリーン社の社長との協定とい

う、それだけの社会的な責任というものは十

分、まあ彼らがおっしゃるには、私どもも感

じているし、協定が履行できるように精いっ

ぱい取り組んでいるというようなお話をいた

だいております。 

 そういった中、２月に第３・四半期の決算

がありましたけれども、当初の期首よりも、

第１・四半期、第２・四半期のときの見込み

よりももっといい勢いで業績が回復されてい

らっしゃいます。途中、ちょっと閉めていら

っしゃっていた工場も再開をしていらっしゃ

いますし、先ほども申し上げましたけれど

も、従業員の賃金カット等も終わっており、

大きな前提とされていた復配も決定をされて

おり、私どもとしては、もう凍結を解除して

いただくことに大きく期待をかけているとこ

ろでございます。 

 

○田代国広副委員長 企業の社会的責任とい

うのは当然自覚されているわけですよね。そ

のポイントといいますか、いわゆる立地協定

を結んだ時点での大日本スクリーンの経営状

況に近づくと申しますか、あるいはそれと同

等になるとか、そういった場合になった時点

では、十分その可能性、社会的責任を果たさ

なければならない責任みたいなものは生まれ

ますね、当然ですね。もう一つは、社長さん

が本県出身だったですよね。今でもそうです

か。 

 

○山内企業立地課長 はい。 

 

○田代国広副委員長 ならば、やっぱり――

ここで企業の社長のことは私はわかりません

けれども、本県出身の社長さんが在任中が最

大のチャンスだと思いますし、恐らくここに

進出した背景にそういった社長さんの意向あ

たりもあったかと思いますので、そういった

チャンスと申しますか、それをやっぱりしっ

かりとつかんで、ぜひできるだけ早い時期に

意思を明確にしていただきたいと。それは今

後の我が県の企業誘致にずっと絡んでくるわ

けですよね。ぜひそういったことをお願いし

ておきたいと思います。 

 

○池田和貴委員長 頑張ってください。 

 ほかにございませんでしょうか。――なけ

れば、以上で本日の議題はすべて終了いたし

ました。 

 要望が１件出ておりますので、お手元に写

しを配付しております。後でごらんいただき

たいと思います。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

  午前11時９分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  経済常任委員会委員長 
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